
エイブルの事業概要

経営理念
わたしたちのグループは、安⼼・快適

で豊かな「くらし」を提案し、実現する
ことを通じて、社会の発展に貢献します。

グループが⽬指すもの
安⼼・快適で豊かな『くらし』を提

案・実現するリーディングカンパニーを
⽬指して。



【名古屋市】
栄店 ⽮場町店 広⼩路伏⾒ ⾦⼭店

名古屋駅本店 中村公園店 ⾼畑店 浄⼼店
上⼩⽥井店 ⿊川店 ⼤曽根店 ⼩幡店
熱⽥店 御器所店 ⼋事店 塩釜⼝店
植⽥ 桜⼭店 新瑞橋店 野並店
千種店 池下店 星ヶ丘店 藤が丘店

エイブルの事業概要

店舗数（2020年2⽉現在）

名古屋市内でも地域ごとに特徴が異なります
○家主様
○物件の⼤きさ
○住んでいる⽅の多様性



名 称 住まいサポートなごや（居住⽀援コーディネートモデル事業）

実施⽅法 業務委託（事業者選定⽅法︓公募型プロポーザル）

受託事業者 なごや居住⽀援コンソーシアム
【（社福）名古屋市社会福祉協議会・（公社）愛知共同住宅協会】

実施期間 令和２年１２⽉１⽇から令和４年３⽉３１⽇

実施場所 名古屋市熱⽥区新尾頭⼆丁⽬2番7号 富春ビル4階
（名古屋市仕事・暮らし⾃⽴サポートセンター⾦⼭内）

体 制
居住⽀援コーディネーター︓2名（常勤・専従1名、常勤・兼務1名）

住宅相談員︓3名（⾮常勤・兼務）

【住まいサポートなごや（名古屋市居住⽀援コーディネートモデル事業）の概要】
「居住⽀援コーディネーター（福祉専⾨職）」及び「住宅相談員」を設置し、住宅確保要配慮者の⺠
間賃貸住宅への⼊居に伴う、関係者間の連絡調整や⼊居トラブル等に関する⼤家からの相談等の対応
を⾏うことで、居住⽀援法⼈等による居住⽀援活動のネットワークづくりを進める。
※住宅セーフティネット制度に基づく取り組み。



「相談をお受けしたうえで、共に問題や課題の解決を⽬指します」

主な事業内容

（１）⺠間賃貸住宅の住まい探しのサポート
住宅確保要配慮者が⺠間賃貸住宅へ⼊居できるように、物件情報を提供したり、継続
した⽀援の調整を⾏う。

（２）福祉等の関係者・関係機関と連携した⼊居等のサポート
福祉等の関係機関から住宅確保要配慮者の相談を受け、本⼈の希望を聞き、関係機関
と連携しながら⽀援。住宅探しから⼊居後も安定して居住し続けられるよう⽀援。

（３）セーフティネット住宅の不動産事業者さん・⼤家さんのサポート
不動産事業者や⼤家さんからの相談、サポート。⼊居トラブル等の困り事に対応。

（４）居住⽀援活動のネットワークづくりや居住⽀援の普及啓発



⽉ ⼊居者相談 ⼤家・不動産会社等相談 合計

令和2年12⽉ ３６ ２ 3８

令和3年1⽉ ４０ ５ 4５

２⽉ ４９ ２ ５１

３⽉ ６５ ３ ６８

４⽉ ５９ ２ ６１

５⽉ ４３ ４ ４７

６⽉ ４５ ５ ５０

７⽉ ３８ ２ ４０

新規相談の状況
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新規相談の状⼊居者相談の世帯属性
（R2.12〜R3.7住まサポ実績、重複あり）
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その他

⼊居者相談の主訴
（R2.12〜R3.7住まサポ実績、重複あり）
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その他

⼤家・不動産事業者さん相談の主訴
（R2.12〜R3.7住まサポ実績、重複あり）



分野 傾向 関係先（例）

⾼齢

・孤独死や⽕災、家賃⽀払いに不安
・保証⼈がいない
・荷物が多く広い間取りで、住み慣れたエリア、
低家賃を希望

・今の住まい探しのルールへの対応

地域包括⽀援センター、ケアマネージャー、
権利擁護センター、⺠⽣委員

障害
・衛⽣⾯や⽕災等の不安
・近隣住⺠との協調性に不安
・審査に通らない

障害者基幹相談⽀援センター、保健センター、
計画相談事業所、病院、福祉サービス事業所

低所得 ・家賃⽀払いに不安
・保証会社の審査に通らない

⽣活保護、⽣活困窮者⾃⽴⽀援機関、公営住宅窓⼝、
社会福祉協議会（貸付）、ホームレス⽀援団体

⼦育て世帯 ・学区の関係上、エリア制限が多い
・近隣住⺠との協調性に不安 ⼦ども係、保健所、児童相談所、学校

刑余者 ・低所得、保証⼈がいない
・再犯防⽌ネットワークと⼀体的に⽀援 弁護⼠、保護観察所、地域定着⽀援センター、刑務所

外国⼈ ・異なる習慣・⾔語、近隣住⺠との協調性に不安
・在留資格や期間

国際センター（ＮＩＣ）、愛知県国際交流協会、
外国⼈⽀援団体

⽀援においては、住まいサポートなごやだけで進めず、以下のような関係機関等（居住⽀援法⼈
含む）と役割分担、連携をしながら、⼊居等⽀援、⼊居後の⽣活⽀援を⾏う。

分野別の傾向や連携先（例）



住まい探しにおける
アセスメントのポイント

住まいサポートなごや情報共有連絡票


